
法人税実務事例検討

適格分社型分割における負債の取扱い

新日本アーンストアンドヤング税理士法人 顧問

税理士 石田 昌朗

本事例における留意点

適格分社型分割により分割法人から分割承継法人に移転した資産及び負債は、税務上の帳簿

価額で譲渡したものとされることから、会計上の負債であっても税務上の負債に該当しないも

のは、分割法人から分割承継法人へ税務上の帳簿価額で移転することはできない。

事 例

当社の100％子会社であるＡ社に当社の賃貸用不動産を分割により移転することとしました。

なお、この賃貸用不動産には、会計上は将来の資産除去債務を計上しております。

また、Ａ社は当社の100％子会社であり、今後も100％子会社とすることが見込まれている

ことから、この分割は分社型分割として無対価で行うこととしました。

したがって、この分社型分割は、完全支配関係のある親子会社間での分社型分割であり、か

つ、この分社型分割後にも完全支配関係が継続することが見込まれていることから、適格分社

型分割に該当するものと理解しております。

この場合において、当社からＡ社へ分社型分割により移転した賃貸用不動産及び資産除去債

務の税務上の取扱いはどのようになりますか。

【分社型分割に係る当社の会計処理】

Ａ社株式 20,000,000円 ／ 賃貸用不動産 50,000,000円

資産除去債務 30,000,000円

【分社型分割に係るＡ社の受け入れ会計処理】

賃貸用不動産 50,000,000円 ／ 資産除去債務 30,000,000円

／ その他の資本剰余金 20,000,000円
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Ⅰ 本事例における法令等の検討

１ 適格分社型分割による資産等の帳簿

価額による譲渡

法人税法第62条の３では、『内国法人が

適格分社型分割により分割承継法人にその

有する資産及び負債の移転をしたときは、

第62条第１項（合併及び分割による資産

等の時価による譲渡）の規定にかかわらず、

当該分割承継法人に当該移転をした資産及

び負債の当該適格分社型分割の直前の帳簿

価額による譲渡をしたものとして、当該内

国法人の各事業年度の所得の金額を計算す

る。』と規定されており、分割法人では適

格分社型分割により移転した資産及び負債

は税務上の帳簿価額で譲渡したものとみな

され、法人税の所得金額の計算においては、

譲渡損益を計上しないことになります。

２ 適格分社型分割における分割承継法

人の資産及び負債の取得価額

法人税法施行令第123条の４では、『内

国法人が適格分社型分割により分割法人か

ら資産及び負債の移転を受けた場合には、

当該資産及び負債の取得価額は、法第62

条の３第１項（適格分社型分割による資産

等の帳簿価額による譲渡）に規定する帳簿

価額に相当する金額（その取得のために要

した費用がある場合には、その費用の額を

加算した金額）とする。』と規定されてお

り、分割承継法人では適格分社型分割によ

り移転を受けた資産及び負債は、分割法人

の税務上の帳簿価額で取得したものとみな

されます。

３ 税務上の負債について

法人税基本通達２―２―12 債務の確定

の判定 では、『法第22条第３項第２号

損金の額に算入される販売費等 の償却

費以外の費用で当該事業年度終了の日まで

に債務が確定しているものとは、別に定め

るものを除き、次に掲げる要件の全てに該

当するものとする。』と定められており、

次の要件の全てに該当する場合に債務（負

債）の計上が認められます。

⑴ 当該事業年度終了の日までに当該費用

に係る債務が成立していること

⑵ 当該事業年度終了の日までに当該債務

に基づいて具体的な給付をすべき原因と

なる事実が発生していること

⑶ 当該事業年度終了の日までにその金額

を合理的に算定することができるもので

あること

Ⅱ 本事例における取扱いの検討

１ 資産除去債務は税務上の負債に該当

するか

貴社が会計処理により負債に計上した資

産除去債務は、将来の見込費用を計上した

ものであることから、上記Ⅰ３の⑴から⑶

の要件の全てに該当するものとして税務上

の債務（負債）の計上が認められる場合に

は該当しません。

したがって、会計処理上は、分割法人で

ある貴社から分割承継法人であるＡ社に資

産除去債務30,000,000円が移転しており

ますが、税務上は負債の移転は認められま

せん。

Ⅰ

Ⅱ
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２ 貴社の税務処理

貴社は会計処理により計上した資産除去

債務30,000,000円を、この適格分社型分

割においてＡ社に移転したものとして処理

しておりますが、資産除去債務30,000,000

円は税務上の負債に該当しないことから、

賃貸用不動産50,000,000円のみが移転し

たものとして税務処理をすることになりま

す。

（貴社）

【会計処理】

Ａ社株式 20,000,000円 ／ 賃貸用不動産 50,000,000円

資産除去債務 30,000,000円

【税務処理】

Ａ社株式 50,000,000円 ／ 賃貸用不動産 50,000,000円

【税務修正】

Ａ社株式 30,000,000円 ／ 資産除去債務 30,000,000円
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貴社の申告調整>

【別表４】

【別表５⑴】
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（Ａ社）

【会計処理】

賃貸用不動産 50,000,000円 ／ 資産除去債務 30,000,000円

その他の資本剰余金 20,000,000円

【税務処理】

賃貸用不動産 50,000,000円 ／ その他の資本剰余金 50,000,000円

【税務修正】

資産除去債務 30,000,000円 ／ その他の資本剰余金 30,000,000円

Ａ社の申告調整>

【別表５⑴】

※ 資産除去債務は税務上の負債ではないので、会計処理で取崩益を計上した場合、申告減算

することにより所得金額に影響が生じないこととなります。
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［参 考］

貴社が賃貸用不動産に係る資産除去債務の計上ではなく、賃貸用不動産の評価損を計上して

いた場合の取扱いは、以下のようになります。

（貴社）

【会計処理】

Ａ社株式 20,000,000円 ／ 賃貸用不動産 20,000,000円

【税務処理】

Ａ社株式 50,000,000円 ／ 賃貸用不動産 50,000,000円

【税務修正】

Ａ社株式 30,000,000円 ／ 賃貸用不動産 30,000,000円

〔好 評 発 売 中〕

（本誌購読者は定価の２割引、送料当会負担)

一般財団法人 大蔵財務協会
〒 102-8335 東京都千代田区三番町30の２
電話 03(3265)4141 FAX 03(3264)0524

http://www.zaikyo.or.jp

〔好 評 発 売 中〕
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貴社の申告調整>

【別表４】

【別表５⑴】
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（Ａ社）

【会計処理】

賃貸用不動産 20,000,000円 ／ その他の資本剰余金 20,000,000円

【税務処理】

賃貸用不動産 50,000,000円 ／ その他の資本剰余金 50,000,000円

【税務修正】

賃貸用不動産 30,000,000円 ／ その他の資本剰余金 30,000,000円

Ａ社の申告調整>

【別表５⑴】

※ 賃貸用不動産の会計上の帳簿価額20,000,000円と別表５⑴の残額30,000,000円の合計金

額50,000,000円が税務上の帳簿価額に一致します。

(了)
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